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　本稿では， 実験経済学 （1） の手法を用いて， コメ 

の生産権取引制度の設計について検討する。まず， 

具体的な議論に入る前に，農業分野での実験経済 

学研究の動向と意義について若干説明 し たい。こ 

れまで，農業経済学分野では，遺伝子組み換え食 

品やサルモネラフリー卵，放射線照射豚肉などの 

財の価値を評価する目的で，オークション実験が 

いく つ か 行 わ れ て き た（た と え ば，Shogren et  al. 

（2000） ，丸 山 ほ か（2004） ） 。実 験 結 果 に よ れ ば， 

仮想的状況と実際の支払い行動を伴った場合の支 

払い意志額 （ Willingnes s  to  Pay:  W T P） の間に，乖 

離 が 確 認 さ れ る こ と も あ り（Cummings（1997） ） ， 

仮想評価法 （ Contingent  Valuation  Met hod：CVM） 

の よ う に 仮 想 的 状 況 の も と で 推 計 さ れ た WT P を 

補完する意味で，実験経済学の有益性が確認され 

ている。ただ， "design  economics"（ Roth,  2002） と 

呼ばれるような，経済学者が制度をデザインする 

ことを目的と し て実験的手法を用いる研究は，農 

業分野では限られている。フリー ド マン・サンダ 

ー （ 1999，48 ～ 54 ページ） はこのような実験経済 

学による制度設計研究が，新 し い市場制度の「た 

たき台」を提供できることを強調 し ている。 

　Fox（ 2003） は，農業経済学分野での実験研究の 

必 要 性 に つ い て 述 べ， 「 American  Journal  of  

Agricultural  Economics誌に おけ る実 験論 文は，こ 
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　本稿では，実験経済学の手法を用いて，わが国の農業経済分野で注目の高い コメの生産権取引制 
度の設計について検討 し た。具体的には，二酸化炭素排出権取引に関する H izen  and  Saijo （ 2001） と 
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を実施 し た。 
　実験結果から得られた主な含意は，以下の２点である。第１に本制度導入に より，不遵守が生 じ 
る可能性は低い。実験結果によれば，不遵守時に一定のペナルティーを課せば ，ほとんどの主体が 
目標値を達成する。 し か し ，供給地域が超過遵守を恐れて，積極的な取引が行われない可能性が示 
唆された。この問題を解決するためには，バンキング制度の整備も検討する必 要があろう。なお同 
制度は，期間中の生産量を生産調整目標数量よりも低く抑えることができた場 合に，その差を次期 
目標期間へ繰り越すことを認めるというものである。 
　第２に取引方法に関 し て，相対取引，イングリッシュオークション（売り手がある付け値を提示 
し ，買い手の誰もがそれ以上の高値を支払おうと し なくなるまで価格を上げていき、最も高値を付 
けた買い手が財を獲得する） ，ダブルオークション （参加者すべてが売り手にも買い手にもなること 
ができる）の３つを比較 し た。その結果，取引価格の安定性を判断基準の１つとすれば，ダブルオ 
ークションが望ま し いことが明らかとなった。ただ，本実験からも示唆されるが，ダブルオークシ 
ョンが優れているのは，情報量の豊富さとス ピ ー ド によるところが大きい。 し たがって，売買注文 
や取引価格がリアルタイムに表示できるようなハー ド 面での環境整備を行う必要があるだろう。 
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こ 10 年 間 で 平 均 す る と １ 年 に ２ 本 以 下し か 掲 載 

されていない。なぜ農業経済学者が実験を し ない 

のか。それは妥当性や応用性に乏 し いと考えてい 

るからではなく，おそらく実験を実施する際のコ 

ス ト とベネフィッ ト によるものだろう」と し てい 

る。このように，米国においても農業経済分野に 

おける実験研究の蓄積は少なく，これから本格的 

に始まるといえる。家畜市場の競り方式に関する 

実 験（Menkhaus et  al.（2003 a） ，Menkhaus  et  al. 

（2003b） ）のように，農産物を念頭に置いた経済 

実験の成果が近年になりいくつか発表されている 

ものの，現時点での研究蓄積はまだ十分ではない。 

　そこで本稿は，わが国の農業経済分野で注目の 

高いコメの生産権取引制度を取り上げ，実験経済 

学の手法により「たたき台」を提供することを目 

的とする。市場原理を利用 し た生産権取引のアイ 

デアや取引方法は，生産調整研究会における全体 

研究会においてもすでに議論の対象となっている 

（農林水産省総合食料局ホームページ） 。 本稿はそ 

れらの取引制度を実験することにより，取引によ 

る含意や望ま し い取引方法を考察 し たい。生産権 

取引は，現在行われている「とも補償」の拡張と 

もいえ，生産目標数量の売買を制度化 し たもので 

ある。 とも補償とは， 農家 A が 10 アールだけ余分 

に 減 反 す る 一 方，農 家 B は 10 ア ー ル だ け 配 分 面 

積 に 未 達 成 の と き，農 家 A の 転 作 収 入 よ り 農 家 

B の稲 作収入 のほ うが多 いの で，その差 額を農 家 

B が 農 家 A に 支 払 う よ う な 制 度 を い う。生 源 寺 

（2000， 89 ～ 91 ページ， 2003， 47 ページ） はすで 

に，このとも補償に市場メカニズムを加味 し た制 

度を提言 し ている。その中で，これまでのような 

事実上の強制力を伴う生産調整ではなく， 「収益性 

の高い生産者と地域に稲作を集中する形で行われ 

る，生産調整の具体的なアプローチ方法」たる市 

場メカニズムを加味 し たとも補償が有益であると 

し ている。 つまり， 「市場化することで， 効率性の 

低い稲作から効率性の高い稲作にシフ ト 」させる 

ことになる。生産調整に関する研究会専門委員会 

の最終とりまとめでは（農林水産省総合食料局ホ 

ームページ） ， （１）ホームページ上での生産目標 

数量のやりとりを可能とする手法， （２） ホームペ 

ージ上での生産目標数量のオークションを可能と 

する手法について簡単な説明がなされている。前 

者の方法は，取引情報を開示 し た相対取引，後者 

の方法はイングリッシュオークションと一般に呼 

ばれる方法に対応する （2） 。 

　コメ生産権取引は，二酸化炭素 （ CO 2 ） 排出権取 

引と多く の類似点 があるが （3） ，CO2 排出 権取引に 

ついては実験経済学に基づいたいくつかの先行研 

究 が あ り，Hizen and  Saijo（2001）お よ び Hiz en  

e t  al. （ 2001） は相対取引とダブルオークションの 

比 較 をし て い る （ 2 ） 。Hizen  and  Saijo（2001）は， 

「削減投資の非可逆性」 （一度削減投資を し て し ま 

うと， 投資前の状態に完全には戻れないこと） ， 「投 

資と削減にかかるタイムラグ」 ， 「不遵守」 （約束排 

出量を遵守できなかった際にペナルティーを支払 

うこと）が存在 し ないという条件下で実験を行っ 

た。一方，Hizen  et  al. （2001） は，これらの３つの 

条件が存在すると し て実験を実施 し た。 

　Hizen  and  Sa ij o （ 2001） においては， （１） 相対 

取引，ダブルオークションともに効率性が高い， 

（２）CO2 の 限界削減費 用は，実験の参 加者間で， 

実験終了時にはほぼ等 し くなった， （３） ダブルオ 

ークションでは取引価格がおおよそ競争均衡価格 

に等 し くなったが，相対取引ではそうではなかっ 

た な ど の 事 実 が 観 察 さ れ た。一 方，Hizen et  al. 

（2001） においては， （１） 実験の早い段階におい 

て 過 剰 削 減 が 生 じ た 場 合 は 効 率 性 が 低 か っ た， 

（２）実験の早い段階において過剰削減が生 じ な 

かった場合は効率性が高かった， （３） 効率性が高 

かった場合，低かった場合のおのおのでみれば， 

ダブルオークションの効率性が高かったが，効率 

性の高かったのはほとんどが相対取引の場合であ 

り，効率性が低かったのはほとんどがダブルオー 

クションの場合であった， （４） 排出権取引によっ 

て削減費用が下がった， （５） ほとんどのセッショ 

ンで過剰削減が生 じ た，といった事実が観察され 

た。効 率 性 は 総 じ て Hizen  e t  a l.（2001）の ほ う， 

すなわち「削減投資の非可逆性」 ， 「投資と削減の 

タイムラグ」 ， 「不遵守時のペナルティー」を認め 

ないほうが低かった。ただ，これら２つの研究で 

効率性に大きな差が生 じ た原因と し て，非可逆性， 

タイムラグ，ペナルティーがどのように影響を与 

えたのかは，はっきり し ない。なぜなら，これら 

３つの変数を同時に変化させたからである。 

　本稿はこれらの先行研究に従い，実験の条件を 
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コメ生産権取引に変更 し て新たな実験を行う。第 

１表では本稿で行う実験の設定を先行研究と比較 

し た。 

　第１に，投資の非可逆性は，一度減反を し て し 

まうと完全にはもとの状況に戻れないこと（たと 

えば畑地転換など） に対応する。 し たがって， この 

条件はコメ生産権取引に必要である。 なお， CO 2 排 

出削減の場合，CO2 の限界削減 （機会） 費用曲線に 

沿って計算される削減コス ト を投資と捉えるが， 

コメの減反の場合，コメ生産の限界削減（機会） 

費用曲線に沿って計算されるのは機会費用にあた 

る。また，排出権取引実験における各国の限界削 

減費用の違いは，地域間での米生産における競争 

力の違いと解釈可能である。第２に，投資と実際 

の削減に伴うタイムラグについては，作付けをや 

めた時点で減反と考えれば，長いタイムラグは存 

在 し ないのである。コメの生産活動がは じ まる前 

に「取引期間」を設けて，生産割当数量を配分す 

る方法も考えることができる。第３に，不遵守時 

のペナルティーについては，今日の減反でも来期 

の生産に不利になるなどのペナルティーが行われ 

ていることを考えれば，コメ生産権取引実験にお 

いても必要な条件である。 

　以上に加えて，コメの生産権取引の場合，麦や 

大豆の転作奨励金や団地加算が重要な要素となる 

ため，これらを考慮 し た部分均衡モデルを第１図 

と第２図を用いて説明する。まず第１図において 

横軸はコメ の生産量 Q，縦軸は生 産権１単位 当た 

りの価格 P である。 また縦軸は， コメの生産を限界 

的に１単位あきらめるごとに失われる便益を示 し 

ているので，図中の右下がりの直線は，限界削減 

（機会）費用曲線と呼ぶことができる。ここでは 

便宜 上 M AC（Marginal Abatement  Cost  Curve）と 

する。添え字 A，Bはそれぞれ 異なる地域の A 農 

協，B農 協 と し よ う。A農 協 と B 農 協 は 現 在 a ， 

g だけ の 潜 在 的 生 産 力 を持 つ が，生 産 目 標 数 量 配 

分 （4） が課されたと想定する。 コメの生産を限界的 

に １ 単 位 あ き ら め る ご と に 失 わ れ る 便 益 を 示 す 

M AC の 傾 き を み る と，生 産 削 減 に よ り A 農 協 は 

さほど便益は失われない。つまりコメ以外の作物 

の比重が高い地域である。 一方 B 農協は大きな便 

益が失われる。つまりコメの生産を第一と し てい 

る地域と考えることができる。生産調整研究会の 

言 葉 で は A 農 協 は， 「転 作 作 物 の 振 興 を 通じ て 産 

地づくりや水田農業の構造改革を進めようとする 

産地」 であり，B農協は 「需要動向に即 し た売れる 

コメ作りを強く志向 し 将来に生産を拡大 し ようと 

する産地」である。図では，減反目標（生産目標 

数量） の水準を o に重ねている。 また， A 農協は多 

くの削減を必要と し ， 逆に B 農協はそれほど多く 

の削減は要求されていないことに注目されたい。 

　さて，A農協 が自ら生 産数量を 削減する 場合， 

a か ら o ま で 生 産 数 量 を 削 減 せ ね ば な ら な い が， 

このと きに かか る機会 費用 は aob の面 積に等 し い。 

B 農 協も 同 様 に 自 ら削 減 す る 場 合は goe だ け の 機 

会費用がかかることになる。ここで生産権取引を 

導入 する。A農 協は o の 水準 以上 に削 減す るこ と 

により， 余分に削減 し た分の生産権を B 農協に売 

却することで利益を上げることが可能である。一 

方，B農 協は 生 産 削減 量 を制 限 し て，生産 権 を A 

農 協 か ら 購 入し た ほ う が 効 率 的 で あ る。AB間 で 

売 買 が 行 わ れ る と き，A農 協 に よ る 売 却 数 量 は 

c d， B 農協の購入数量は df であり等 し くなる。 よ 

って，生産権売買を行って得られる便益は図の斜 

線の 面 積の 合 計（bcd ＋ def）とな る。生 産権 価 格 

P ＊ を通 じ て限界便益が均等化するため， 最小の費 

用で目標が達成されることになる。そうすること 

によって社会的費用を最小化できる。 

　次に第２図を用いて，転作奨励金と団地加算の 

効果を明示的に示す。転作助成が受けられるよう 

になると，コメの生産以外からの収入が増加する 

ためコメ生産を１単位あきらめるごとに失われる 

便 益 が 減 少 し ，MACA は 下 に シ フ ト す る 

（MAC A ’ ） 。 さらに， 減反を進めた A が所属 し てい 
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第１表　先行研究との 比較 

比較対象 削減投資の非可 逆性 投資と削減の タイムラグ 不遵守時のペ ナルティー 

H izen  a nd  Saij o（2001） 
H izen  e t  al.（2001） 
本稿 

× 
○ 
○ 

× 
○ 
× 

× 
○ 
○ 



る産地では，団地用件以上に削減することで団地 

加 算 を 受 け 取 る こ と が で き る。そ の 結 果， 

MACA’ は 点 hで 下 方 に 屈 折し ，MACA” へ と 変 化 

す る。こ の 結 果，P＊ で 供 給 し て い た 生 産 権 を 

P＊＊ で供給することが可能となるため， より多く 

の生 産 権 を 必 要 と し て いる C農 産へ 売 却 す る こ と 

により，純便益は増加することになる。 

　以上の議論に基づき，本稿では，生産者団体間 

のコメ生産権取引を想定 し ，削減投資と削減のタ 

イ ム ラ グ が な い 場 合 の CO2 排 出 権 取 引 の 実 験 を 

援用することで，生産割当量の売買市場における 

「取引方法」について考察する。 

　以下，２．実験のデザイン，３．実験結果，４． 

考察，５．結論の順で述べる。なお，最後に補論 

と し て，コメ生産権取引の理論的枠組みを掲載 し 

た。 
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第１図　生産権取引 

資料：西條（ 2000）を参考に 筆者作成． 

第２図　転作奨励金と団 地加算金の影響 

資料：西條（ 2000）を参考に 筆者作成． 



　2002 年 12 月 ２ 日 に 大 阪 大 学 豊 中 キ ャ ン パ ス に 

おいて被験者の募集を行った。１セッション当た 

り最低６人必要であったが，実施 し た６セッショ 

ン全体では 42 人の被験者が集まった （5） 。 また， 被 

験者には「経済学の実験のアルバイ ト 」とだけ伝 

え，どのような実験であるかは伏せておいた。 

　同年 12 月５日， ６日に， 豊中キャンパスにおい 

て実験を実施 し た。本実験の進め方や主な配布物 

は Hi zen  et  a l.（2001） の実験と同様であり，今回 

の実験では，投資と削減のタイムラグに関する部 

分のみ変更 し た （6） 。１セ ッション当たりの実験時 

間は 60 分である。 

　すべてのセッションで，まず被験者は比較的広 

い教室に案内され，席に座るよう指示される。実 

験ルールの説明は，同 じ 設定の実験でセッション 

ごとの差が生 じ ないようにするために配慮され， 

実験者はあらか じ め「インス ト ラクション」と呼 

ばれる実験説明書の内容を読み上げて，テープに 

録音 し ておく。実験教室ではこのテープが再生さ 

れ，被験者はこの朗読に合わせて，配布されたイ 

ンス ト ラクションを読み合わせるのである。この 

方法は， Hizen and  Saijo （2001） ， Hizen et  al. （2001） 

でも用いられており，実験結果の比較という点か 

ら同様の手法を踏襲 し ている。 

　ダブルオークションの場合，最初の時点で被験 

者の手元にあるのは実験の説明書である「インス 

ト ラクションの冊子」 ， インス ト ラクションの内容 

を説明するときに使用する 「説明のための図」 ，実 

験結果の記録方法を説明するときに使用する「説 

明のための記録用紙」 ， 実験手順を１ページにまと 

めた 「 実験の要点」 ，実験前に M AC のイメージを 

持ってもらうために配布 し た 「 MAC の見本 （ 第３ 

図） 」 である。相対取引ではこれに 「説明のための 

交渉用紙」が加わる。インス ト ラクションにおい 

て，各被験者は「商品の初期保有量」が与えられ， 

実験を通 し て「商品の目標数量」を達成すること 

が目的と伝えられる。初期保有量とは初期時点で 

の生産量のことであり，目標数量とは定められた 

コメの生産調整目標数量である。ここで注意すべ 

きことは，コメの生産に関する「農協自らの１単 

位削減」 を，Hizen e t  al. （2001） および本稿のイン 

ス ト ラクションでは商品生産にかかる限界費用を 

念頭に置き 「 １単位商品を生産する （生産） 」 と表 

現 し ていることである。これは，本来コメの生産 

権取引では限界削減費用を念頭に置いているのに 
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第３図　サンプルの限界削減 費用 

資料：Hizen  et  al .  （ 2001） を修正． 
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対 し ，インス ト ラクションでは，わかりやすく限 

界生産費用を考えているからである。いずれも， 

右上がりの限界曲線を念頭に置くので，分析上全 

く 問 題 は 生 じ な い。な お， 「１ 単 位 の 追 加 生 産」 

は M AC に沿った便益が得られるため， 「実験者に 

１単位の商品を引き取ってもらう （引取り） 」 と し 

て表現 し ている。 

　インス ト ラクション終了後，各被験者はく じ 引 

き に よ り 農 協 A，農 協 B，農 協 C，農 協 D，農 協 

E， 農協 F を担当 し ， おのおの異なった MAC が適 

用される。ただ，この時点において，被験者は， 

コメ生産権取引に関する実験という認識はなく， 

担当する農協名も知らされない。実験中は商品の 

生産と取引を行うため，第３図では縦軸に商品の 

価格と生産費 （費用） ，横軸に商品の数量をとって 

いる。初期値と目標値が与えられ，被験者は実験 

終了時点で目標数量だけの商品を持つことを目指 

す。 仮に初期値が 20， 目標値が 60 ならば， すべて 

自 ら で 生 産 す る 場 合，か か る 費 用 は 100 × 13 ＋ 

150×27 と計算される。 被験者は， この費用と商品 

価格を勘案 し て戦略を立てることになる。第４図 

はすべての農協の M AC である。 この図は， 実験中 

に 各 被 験 者 に 配 布 さ れ る MAC の 図 を，各 生 産 調 

整目標数量で重ねた後，この生産調整目標数量を 

軸に左右を反転させている。なお，第４図は被験 

者には公開されない。被験者が知りうるのは自ら 

の M AC の み で，こ れ は 他 の 被 験 者 に 公 開 し て は 

ならない。 この図も他の配布物と同様， Hi zen  and  

Sa ij o （ 2001） ，Hizen et  al. （2001） において作図・ 

使用された。実験中は単に１～６までの被験者番 

号を付けて実験を実施 し た。 

　投 資 の タ イ ム ラ グ に 関 し て は，Hizen et  al. 

（2001）では生産と引取りができるのは全実験時 

間 の う ち 前 半 の 30 分 だ け で あ る と 設 定し ，国 内 

で CO 2 の 削 減 を 実 行 し て か ら 実 際 に 削 減 が 行 わ 

れるまでのタイムラグのことを表現 し た。 し たが 

って， この場合， 実験後半の 30 分は取引のみを行 

うことになる。本稿のコメ生産権取引実験では， 

先に述べたようにこのタイムラグを条件と し て盛 

り込む必要がない。実験時間中に目標を達成でき 

ない，つまり不遵守の場合，ペナルティーと し て 

競争均衡での生産権価格の３倍近い価格である１ 

単位当たり 300 を課すが， 生産権が余った場合， つ 

まり超過遵守の場合はその生産権は価値を持たな 
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第４図　全被験者の限界 削減機会費用 

資料：Hizen  et  al. （2001） を修正． 
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い。 

　インス ト ラクション終了後，各被験者の理解度 

を測るために，実験の内容に関する試験を受けて 

もらい，その上位６名が実際に実験に参加できる 

と し た。試 験 の み で 終 了 に な る 被 験 者 に は 

1 , 500円を支払った。 試験終了後に配布されるもの 

は， ダブルオークションの場合， 「被験者番号が書 

かれた名札」 ， 「記録用紙」である。相対取引の場 

合これに「私はもう交渉する意思がありません」 

と書かれた札， 「交渉用紙の束」 が配布される。こ 

の 時 点 で，個 々  に 適 用 さ れ る MAC の 図 と 引 き 替 

えに，サンプルの図は回収 し た。 

　取引方法と し ては，ダブルオークションと２種 

類の相対取引（取引価格と数量を開示する場合と 

非開示の場合）の合計３種類を実施 し ，比較する。 

便宜上，実験において相対取引で取引価格と数量 

を開示する セッション は X，非開示のセッシ ョン 

は Y，ダブルオークションは Z と実験 番号を付け 

た。それぞれのセッションを，被験者を変えて２ 

回 ず つ 実 施 す る の で 実 験 番 号 は そ れ ぞ れ X １，X

２，Y１，Y２，Z１，Z２である。 

　ダブルオークションでは，まず，実験者が最も 

早く手をあげた被験者を指名する。指名された被 

験 者 は，自 分 の 被 験 者 番 号， 「売 り」ま た は「買 

い」 ， 商品の量と１個当たりの価格をいう。 実験者 

はその提案を OH P シー ト に書いて， すべての被験 

者にみえるようにする。この提案の後，最も早く 

手をあげた被験者が取引できることになる。すべ 

ての被験者が，提案を提示することも，相手の提 

案を受け入れることもできる。実験者が，取引過 

程を OH P に記入 し ながら進めるので， 当然ながら 

契約に至った価格と数量はすべて公開される。さ 

らに，価格改善ルール （ improvement  rul e ） が組み 

合わされる （7） 。 相対取引では， 被験者がそれぞれ個 

別に取引できそうな相手を探 し て，生産権の価格 

や数量を２人の被験者間のみで交渉 し ，合意に至 

った条件で取引する。本実験は６人の被験者が参 

加 し て実験を行うので，同時に３組の交渉が可能 

になる。 この実験では， M AC や他の被験者との交 

渉履歴の情報が漏れるのを防ぐため，被験者は話 

を し てはならない。交渉は，被験者番号，価格と 

数量， 「受け入れる」または「受け入れない」 ，を 

交渉シー ト に書いて行う。相対取引は，取引価格 

と数量を開示する場合と非開示の場合があるが， 

開示の場合では取引が成立すると，その取引内容 

がすべての被験者にわかるように，取引価格と数 

量を大きな声で読み上げ黒板に記入する。取引が 

成立 し た場合，生産や引取りを行う場合は，被験 

者が教室の前方に設けられた実験者の机に行って 

その内容を報告する。 実験時間は 60 分間設けられ 

ているが，交渉する意志がなくなった被験者は， 

「交渉する意思がありません」と書かれた札を他 

の被験者にみえるようにする。すべての被験者が 

この札を下げたとき，まだ時間が残っていたと し 

ても実験を終了する。 

　実験は，実験内容の説明から謝金の支払いまで 

含めると，それぞれのセッションで約３時間かか 

った。被験者に対する報酬は実験中に得られた利 

益に比例する形で支払われ， 1 , 500円から 6 , 552円 

であった。 

　 （１） 　効率性の表を用いた静学的分析 

　本 実 験 に お け る 効 率 性 は，Hizen  and  Saijo 

（2001） ，Hizen  e t  al.（2001）に お い て 定 義 さ れ 

た， 

　　　 ≦１ 

を用いて分析する。本実験のデザインでは競争均 

衡 価 格 は 118 ～ 120 な の で，間 を と っ て 119 と す 

る （8） 。 この競争均衡価格のもと， ６人の被験者が取 

引を行った ときの便益 の合計額 は最大の 6 , 990 で 

あり，分母となる。また，分子に当たるのは，実 

際に各被験者が実験で得た便益の合計である。効 

率性に着目 し た実験結果は第２表に示 し た。 

　第２表のセッションごとの見方を説明する。た 

とえば， X２セッションにおいて， 各被験者が獲得 

し た便益 の合計は 6 , 066 なので，この セッショ ン 

の効率性は 6 , 066 ／ 6 , 990 = 0 . 868 となる。 また， 効 

率性は全体では１を超えることはないが，被験者 

ごとにみれば１を超えることもありうる。この時， 

農 協 E は 1 , 000 の 便 益 を 獲 得 し ，効 率 性 は 

1 , 000 ／ 620 = 1 . 613 で あ る。農 協 E が 競 争 均 衡 に 

おいて得られる以上の便益を獲得 し た一方で，他 

の被験者は１以上の効率性に達することができな 
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3．実験結果 

　　 実験での各被験者の便益 
────────────── 
　 競争均衡での各被験者の便益 



かった。 つまり， 6 , 990 という便益を各被験者が取 

り合うのである。次に農協別にみると，左端の農 

協 A の欄は， 農協 A の被験者番号は１で， 競争均 

衡時の便 益は 2 , 555 であ り，初期時点 で目標数 量 

よ り 32 単 位 だ け 多 い 生 産 権 を 保 有 し （－ 32 と 記 

述） ，競 争 均 衡 と 限 界 削 減 費 用 が 等し く な る の は 

55 まで削減 し たとき （ －55 と記述） であることを 

表す。 すなわち， 農協 A は初期時点よりも 23 単位 

削減 し ， 55 単位売却することで競争均衡における 

利益を獲得できるのである。その右の欄は実際に 

獲得 し た便益と競争均衡時の便益との商であり， 

効率 性 を 示 す。た と え ば，X１ セ ッ シ ョ ン に お い 

て， 農協 A は 1 , 642 の便益を獲得 し ， そのときの 

効率性は 1 , 642 ／ 2 , 555 = 0 . 643 である。 なお， 超過 

遵守（生産権を手元に余らせたケース）となった 

被験者の欄は網掛けで示 し た。 

観察１ 

　１）各 セ ッ シ ョ ン の 効 率 性 は X 1 を 除 い て 一 様 

に高い。 

　２） 超過遵守が生 じ たセッションはX 1 のみ， 不 

遵守が生 じ たセッションは１つもなかった。 

　３） 農協Cの効率性は高く，農協Aの効率性は低 

い。その他の農協の効率性は１に近かった。 

補足１ 

　１） 相対取引・取引情報開示 （X） セッションの 

効 率 性 の 平 均 は 0 . 157，相 対 取 引 ・ 取 引 情 報 

非開示（Y）セッショ ンの効率 性の平均 は 0 . 

931，ダブルオークション （ Z） セッションの 

効 率 性 の 平 均 は 0 . 837，６ セ ッ シ ョ ン 全 体 の 

効 率 性 の 平 均 は 0 . 641 で あ っ た。X１ セ ッ シ 

ョンの効率性がとりわけ低いのは，このセッ 

ションにおいて， 農協 B を担当 し た被験者が 

損を し てまで取引を行った上， 30 単位もの超 

過遵守を生 じ させたためである。おそらく， 

実験の内容やルールに関する理解が十分では 

なか っ た の で あ ろ う。X１ セ ッ シ ョ ン に お い 

て， 農協 B の効率性が－5 . 816， X１セッショ 

ン 全 体 の 効 率 性 が － 0 . 555 で あ っ た。そ の た 

め，セッ シ ョン 全 体の 効 率性 は，Hizen et  al. 

（2001）における効率性と統計的に有意な差 

はない。 し か し ， 異常値が発生 し た X１セッシ 

ョンを除いた上で効率性を比較すると，有意 

水準 10％ の t 検定の結果， 本実験における効 

率性のほうが高いことが判明 し た。 

　２）Hizen  et  al.（2001）の 実 験 で は，超 過 遵 守 
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第２表　効率性の一覧 

実験番号 
被験者番号 

注． 表は第４図と対 応させながら読む ． たとえば， 農協 A の競争均衡時の 便益は 2555 となる． この競争均衡の 便益を得 
るには，第４図 において，初期保 有点 －32 （ つまり，生産調整 目標よりも 32 単位だけ少ない生 産量 ＝ 32 単位余分な 
生産権を保有） ， から －55 の水準まで削 減 し て， 競争均衡価格で 55 単位売却する必 要がある． 生産調整目標 数量を初 
めからクリア し ているのは，農協 A の他に農協 B，農協 D がある． 

便　 益 効率性 便　 益 効率性 便　 益 効率性 便　 益 効率性 便　 益 効率性 便　 益 効率性 

１，農協 A （2 , 555） 
　 　 1 , 642 　 　 0 . 643 2 , 360 0 . 924 1 , 610 0 . 630 　 　 647 0 . 264 2 , 210 0 . 865 　 　 818 0 . 320 

－32 → －55 

２，農協 B （1 , 290） 
－7 , 502 －5 . 816 1 , 540 1 . 222 　 　 180 0 . 134 　 　 993 0 . 770 　 　 850 0 . 659 1 , 030 0 . 805 

－10 → －30 

３，農協 C （610） 
　 　 2 , 582 　 　 4 . 233 　 　 396 0 . 649 1 , 620 2 . 656 1 , 575 2 . 333 1 , 305 2 . 213 　 　 785 1 . 287 

55 → 50 

４，農協 D （390） 
　 　 　 　 400 　 　 1 . 026 　 　 370 0 . 949 　 　 150 0 . 385 　 　 291 0 . 746 　 　 275 0 . 705 　 　 400 1 . 026 

－5 → －10 

５，農協 E （620） 
　 　 　 　 500 　 　 0 . 806 1 , 000 1 . 613 　 　 700 1 . 152 　 　 500 0 . 806 　 　 550 0 . 887 　 　 394 0 . 635 

25 → 20 

６，農協 F （1 , 535） 
－1 , 500 －0 . 984 1 , 030 0 . 675 2 , 700 1 . 770 2 , 025 1 . 323 1 , 650 1 . 081 1 , 451 0 . 951 

40 → 25 

計 （6 , 990） －3 , 878 －0 . 555 6 , 066 0 . 868 6 , 950 0 . 994 6 , 058 0 . 867 6 , 840 0 . 976 4 , 878 0 . 698 

X１ Y１ Z２ X２ Y２ Z１ 

相対（取引情 報開示） 相対（取引情 報非開示） ダブルオーク ション 



が 12 セ ッ シ ョ ン 中 ７ セ ッ シ ョ ン，不 遵 守 が 

12 セッション中３セッション観察された。 し 

か し ，本実験ではほとんどの被験者が生産調 

整目標数量をぴったり達成 し た。この違いは， 

本実験ではタイムラグを盛り込まなかったた 

めに，生産権の購入，農協自らの削減という 

２つの選択が実験時間終了直前まで可能であ 

ったためであろう。そのため，実験時間終了 

が近付いた時点で目標を達成 し ていない場合， 

生産権価格， M AC をみて自らにとってより有 

益な行動を取ることが可能になったからであ 

ろう。 

　３） 農協 C は６セッション中５セッションで競 

争均衡を上回る便益を上げ，４セッションで 

競争均衡の２倍以上の便益を獲得 し た。市場 

支配力を， 「自らの生産権需要または供給を減 

らすことにより生産権価格を変化させ，競争 

均衡での利益を上回る利益を上げることがで 

きること」とすれば，本実験のデザインでは 

農協 C のみ市場支配力を持つ （9） 。 ６セッショ 

ン全体 でみた 場合，有 意水準 ５％ の t 検 定の 

結 果，農 協 C の 効 率 性 は １ よ り も 有 意 に 高 

く，市場支配力を行使 し たといえるだろう。 

また，ダブルオークション （ Z） セッションに 

おいて， 農協 C が競争均衡の２倍以上の利益 

を 獲 得し た Z １ 全 体 の 効 率 性 は 0 . 976，ほ ぼ 

競 争 均 衡 の 利 益 を 獲 得 し た Z ２ の 効 率 性 は 

0 . 698 で あ り，市 場 支 配 力 を 行 使 し た と し て 

も，効率性が大幅に減少するとは必ず し もい 

え な か っ た。ま た，農 協 A は 有 意 水 準 １％ 

で， 効率性が１よりも低かった。 農協 A に代 

表される生産権供給地域が初期時点よりも多 

く削減 し ，その削減分を売却することでより 

高い利益を上げることができるのにもかかわ 

らず，手持ちの生産権のみを売却 し ，利益を 

獲得することができなかったのである。その 

理由と し て，目標数量よりも余計に削減 し て 

も，生産権を余らせて し まうかも し れないと 

いう不確実性が影響 し ている。 つまり， Hi zen  

e t  al. （ 2001） のように投資と削減にタイムラ 

グがあれば，実験終了間際になって目標数量 

に足りない需要国は，排出（生産）権を購入 

するという選択肢 し かない。一方，タイムラ 

グがない本実験では，生産権の購入に加えて， 

いつでも自ら削減することが可能である。そ 

のため，このときは買い手市場となり，手元 

に生産権を余らせた供給地域は，低い価格で 

し か売却できない可能性が高い。これを認識 

し た供給地域の農協を担当 し た被験者が，生 

産調整目標数量以上の削減に慎重になったと 

推測できる。 

　次に，相対取引とダブルオークション，相対取 

引・取引情報開示と相対取引・取引情報非開示と 

いう取引形態ごとの比較を行う。 

観察２ 

　１）相対取引とダブルオークションの効率性の 

平均を比べると， t 検定の結果， 統計的違いは 

観察できなかった。 

　２）効率性について，相対取引・取引情報開示 

と相対取引・取引情報非開示の統計的違いは 

観察できなかった。 

補足２ 

　１）異常値の発 生 し た X１セッ ションは除 いた 

上で，相対取引とダブルオークションの比較 

を 行 っ た。相 対 取 引 の 効 率 性 の 平 均 は 0 . 910， 

ダブルオー クション の平均は 0 . 837 であった 

が， t検定の結果， 有意水準５％ の両側検定に 

おいて相対取引とダブルオークションの効率 

性の平均の違いは観察されなかった。また， 

相 対 取 引 ・ 取 引 情 報 非 開 示（Y）セ ッ シ ョ ン 

（効率性の平均：0 . 931） とダブルオークショ 

ン（Z） セッション （ 効率性の平均：0 . 837） 

の違いも， 同様の t 検定の結果， 観察されなか 

った。 

　２）異常値が発 生 し た X１セッ ションを除 くと 

統計的検定ができないため，相対取引・取引 

情報開示 （ X） セッションと相対取引・取引情 

報非開示 （ Y） セッションの違いは観察できな 

かった。 

　 （２） 　価格推移のグラフを用いた動学的分析 

　前項では，効率性の表を用いた静学的な分析を 

行 っ た が，本 項 で は，第 ５ 図 ～ 第 10 図 を 用 い て， 

取引価格と理論価格推移の動学的分析を行う。図 

において，横軸は時間，縦軸は限界削減費用と価 
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格を表す。表における「■」は自らの地域で生産 

削減を実施 し たことを表 し ， 「◆」 は取引が成立 し 

たことを表す。また，競争均衡価格はいずれのセ 

ッシ ョン に おい ても 118 ～ 120 で あ り，矢印 によ 

っ て 示 さ れ る の は，理 論 価 格（Point Equilibrium  

Pr ice,  Hize n  e t  al.（2000） ）の推移である。理論価 

格は，その時点において生産権の需給が一致する 

価格である。たとえば，生産権需要国が当初の競 

争均 衡で ある 生産 権 価格 118 ～ 120 （間 を取 っ て 

119 とする） よりも高い限界削減費用で， 過剰に削 

減することによって生産権需要は減少する。よっ 

て，過剰削減を実行 し たその時点で，生産権の需 

給を一致させる競争均衡価格は下落することにな 

る。 

　なお，この理論価格を用いた分析は Hi zen  et  al. 

（2001）において実施され，２つのパターンが観 

察されている。パターン１では，実験初期段階で 

高い価格が付くと， 国内での CO 2 削減投資のコス 
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第６図　相対取引 ・取引価格開示（X２）セッション 

第５図　相対取引 ・取引価格開示（X１）セッション 



ト が高くても見合うと考えた被験者は積極的に削 

減を行った。そ し て過剰削減により目標数量近く 

まで削減 し て し まったため，排出権に対する需要 

は弱まり，最後に排出権価格は暴落 し た（バブル 

ケース） 。 非可逆性があるのにもかかわらず積極的 

な削減を行うのは，削減のための投資と実際の削 

減にタイムラグが存在することが１つの要因と考 

えることができる。すなわち，実験では削減でき 

る時間が限られているため，タイムリミッ ト 後で 

削減 し ようと思っても不可能なので，少 し ずつ様 

子をみながら削減することが困難になるのである。 

パターン２では，実験初期段階で低めの価格が付 

くと，当初その価格に見合った限界削減費用で し 

か削減を行わないので削減量は不十分になって し 

まう。よって，国内削減が可能なリミッ ト 時に慌 

てて削減を実行 し ，過剰削減が生 じ た（成功ケー 

ス） 。 
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第７図　相対取引 ・取引価格非開示（Y１）セッション 

第８図　相対取引 ・取引価格非開示（Y２）セッション 



観察３ 

　１） Hizen  e t  al. （2001） において分類された２つ 

のパターンが同様に観察された。 

　２）バブルケースにおいて，価格は暴落 し なか 

った。 

補足３ 

　１） 実験開始後 20 分時点で，生産権の需給を一 

致させる理論価格が下落 し ，実際の取引価格 

との間に差が生 じ たケースをバブルケース， 

そ れ 以 外 を 成 功 ケ ー ス と す れ ば，X２，Y１， 

Y２， Z２は成功ケース， X１， Z１はバブルケ 

ースであった。Hizen  et  al. （2001） に従ったこ 

の分類の意義は， 「取引価格」 と 「理論価格」 

との乖離を明確化 し たことにある。生産権の 

需給を一致させる理論価格は，過剰削減が行 

われた後は生産権需要量が減少するため，そ 

の時点で下落する。一方，実際に生産権が売 

買される取引価格が，過剰削減が行われる前 
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第 10 図　ダブルオークション（Z２）セッション 

第９図　ダブルオークショ ン（Z１）セッション 



の価格であれば，両者に開きが生 じ ることに 

なる。たとえば第７図は，この開きがない成 

功ケ ー ス で あ る。Y１セ ッ シ ョ ン に お け る 価 

格推移で あるが，理 論価格は 最後ま で 118 ～ 

120 の ま ま で あ る。はじ め に 低 め の 価 格 で 取 

引が行われ，次第に取引価格が理論価格に近 

付いていっていることがわかる。次に，第９ 

図 は，Z１ セ ッ シ ョ ン に お け る 価 格 推 移 で あ 

るが，５ 分 10 秒の 時 点で 理 論 価格 は 90 に 下 

落する。取引価格は価格の慣性により急には 

下落 し ないが，次第に下落 し て理論価格に近 

付いていく様子がみて取れる。 

　２） Hiz en  et  al.（ 2001）では，12 セッション中 

４セッションがバブルケースとなり，そのう 

ち２セッションで実験時間終了間際に価格の 

暴落が観察された。 し か し ，本実験において 

観察された２つのバブルケースはどちらも価 

格の暴落が生 じ ることはなかった。その理由 

と し て第１に，そもそも供給地域側に生産調 

整目標数量を大幅に超えるような，余剰生産 

権がほとんどなかったことがある。このこと 

は第２表からも明らかであり，最終的に生産 

権を余ら せたケー スは（失敗実 験であっ た X 

１を除き）１つもなかった。 

　次に，時間ごとの取引・削減回数と取引・削減 

単位に注目 し て，実験結果を考察する。なお，こ 

れらの分析は先行研究では行われていない。 

観察４ 

　１） 削減は相対取引・取引情報非開示 （Y） セッ 

ションでは実験時間の前半と後半でほぼ同様 

に 実 施 さ れ る が，相 対 取 引 ・ 取 引 情 報 開 示 

（X） セッションとダブルオークション （ Z） 

セッションでは，実験時間の前半に多く実施 

された。 

　２）いずれのセッションでも取引実施回数は実 

験の前半と後半で同様であるが，取引単位で 

みれば，ほとんどのセッションで前半に多く 

の単位が取引された。 

補足４ 

　１）２回のダブルオークションで，あわせて前 

半に 17 回， 後半に５回の削減が実施され， そ 

の内 訳は Z １ セッ シ ョン で は前 半に ８ 回，後 

半に１回， Z２セッションでは前半に９回， 後 

半に４回である。相対取引では取引情報の開 

示，非開示セッションともに，前半後半でほ 

ぼ同 じ 回数の削減が実施されている。 t 検定の 

結 果，ダ ブ ル オ ー ク シ ョ ン で は 有 意 水 準 

10％ で，前半の削減実施回数が多かった。 ま 

た，削 減 単 位 に 関し て も 同 様 の t 検 定 を 行 っ 

た結果， 有意水準 10％ で， 前半における削減 

単 位 数 が 多 か っ た。相 対 取 引 は，t検 定 の 結 

果，取引価格開示セッションでは，有意水準 

５％ で前半の削減単位数のほうが多く， 取引 

価格非開示セッションでは， 有意水準１％ で 

後半の削減単位数のほうが多かった。ダブル 

オークションでは，取引価格の他に，売り提 

案や買い提案のすべてが公開され，被験者は 

他の被験者の動きを把握できるため，積極的 

に削減行動を起こすことができるのであろう。 

逆に相対取引では，交渉相手以外の動きをつ 

かみにくいため，様子をみながら削減 し てい 

たのであろうと推察できる。 

　２）取引実施回数に関 し ては，相対取引，ダブ 

ルオークションともに実験時間の前半と後半 

で統計的に違いはみられなかったが，取引単 

位 で み る と，Z１ セ ッ シ ョ ン を 除 い た す べ て 

のセッションで前半に多くの単位が取引され， 

実験全体と し ては， 有意水準５％ で前半の取 

引単位数が多いということがいえた。これは 

不遵守を恐れたため，目標数量に足りない被 

験者の多くが，なるべく早い時間で目標数量 

を達成 し たいと考えたからであろう。 

　次に，実験終了時の最終的な限界削減費用につ 

いて分析する。 

観察５ 

　　生産権の需要農協の中で限界削減費用が均等 

化 し ，生産権の供給農協の中でも限界削減費用 

が均等化 し た。 し か し ，需要農協と供給農協の 

限界削減費用には差があり，両者間では均等化 

し なかった。 

補足５ 

　１） Hizen  a nd  Saijo （2001） では，需要国と供給 

国の間でも限界削減費用が均等化 し ているた 

め，この点は本研究の新たな発見といえる。 
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最終的な限界削減費用は需要農協である農協 

C， 農協 E， 農協 F の全セッションの平均がそ 

れぞれ 121 . 33， 110， 123 . 33 であり， 供給農協 

である， 農協 A， 農協 B， 農協 D， の全セッシ 

ョンの平均がそれぞれ 102 . 5， 102， 110 であっ 

た。需要農協平均はほぼ競争均衡価格に等 し 

くなっている一方，供給農協は低めである。 

補足 1 の 3） でも述べたように， 生産権の供給 

農協が手持ちの生産権のみを売却 し ，十分な 

売却収入を獲得することができなかったこと 

がこの事実からもわかる。 

　最後に，取引価格のばらつきをセッション別に 

調べる。 

観察６ 

　　ダブルオークションと相対取引を比べると， 

取引価格の分散に統計的な差はなかった。 し か 

し ，相対取引のうち取引価格を開示 し た場合と 

比較すると，ダブルオークションの取引価格の 

分散が有意に小さかった。 

補足６ 

　１） 有意水準５％ の F 検定の結果，相対取引と 

ダブルオークションの間で，取引価格の分散 

に有意な差はなかった。 し か し ，相対取引・ 

取引情報開示 （ X） セッションとダブルオーク 

ション （ Z） セッションを比べると，有意水準 

５％ で ダ ブ ル オ ー ク シ ョ ン の 分 散 が 小 さ か 

った。 

　 （３） 　取引方法の比較 

　セッション別の効率性をみた限りでは，相対取 

引とダブルオークションのどちらが優れているの 

かはいえなかった。ただ し ，取引情報を開示する 

X セ ッ ショ ン，Zセ ッ シ ョ ン と取 引 情 報 を開 示 し 

ない Y セッションを比べた場合， 取引価格や買い 

値 （ a sk） ，売り値 （ bid） を公開することで，実験 

前半から積極的に削減が実行されるということが 

確認された。投資と削減の非可逆性があるにもか 

かわらず，被験者は自らの限界削減費用と取引価 

格をみながら，見合うだけの削減を早々に実施す 

るのである。ただ し ，Hizen  et  al. （2001） と大きく 

違うのは早い時期からの削減が実施されたと し て 

も，過剰削減はほとんど生 じ ていないことである。 

Hi zen  et  al. （2000） の実験では情報開示の効果はさ 

ほど顕著ではなかったが，本稿のようにタイムラ 

グのないケースでは全取引期間を通 し て削減が可 

能になるので，取引価格をみながら削減投資をで 

きるかどうかという条件の違いが，影響力を持っ 

たと考えられる。 

　また，取引価格のばらつきに関 し てみてみると， 

ダブルオークションの分散が小さい。取引に関す 

る情報が多いほど価格の慣性が働き，急な取引価 

格の上下が生 じ にくくなるのであろう。 

　結果的には，効率性をみるとどちらが優れてい 

るともいえないが，取引に関する情報が多いほど， 

早い時間から削減が実行され，取引価格のばらつ 

きも小さいことを考えると，ダブルオークション， 

相対取引・取引情報開示，相対取引・取引情報非 

開示の順で優れているといえる。 

　以上の実験結果から，コメ生産権取引に関 し て 

次のような含意が得られる。第１に本制度導入に 

より，不遵守が生 じ る可能性は低い。実験結果に 

よれば，不遵守時の一定のペナルティーを課せば， 

ほとんどの主体が目標値を達成するのである。た 

だ，供給地域が超過遵守を恐れて，積極的な取引 

がなされない可能性も示唆できる。これは本実験 

で，供給農協の最終的な限界削減費用が需要農協 

のそれに比べて小さかったことによっている。ゆ 

えに，市場が厚みを持つようにするために目標数 

量以上に生産量を減ら し てその超過削減分を売却 

できるようにすることが必要である。そのために 

は， CO 2 排出権取引で議論されている， バンキング 

制度の整備も１つの論点になる。これは，目標期 

間中の排出量を削減目標よりも低く抑えることが 

できた場合に，その差を次期目標期間へ繰り越す 

ことを認める制度である。バンキングができるか 

できないかはパフォーマンスに影響を与えるとの 

研 究 結 果 も あ り，た と え ば，Car lson  and  Sholts 

（1994）では，バンキングを認めないとき，価格 

が安定的ではないことが確認されている。また， 

農協 C が市場支配力を持ったように， 市場の需給 

バランスを左右できるような影響力のある主体が 

存在する場合も考慮 し なければならない。先に述 
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べたように生産性の高い生産者と地域に稲作を集 

中させる （ 生源寺，2000， 93 ページ） ことを政策 

目標とするのであれば，市場支配力を行使 し た一 

部の主体が生産権を集積することは悪いことでは 

ない。 し か し ，この生産権取引がどの参加主体も 

平等に利益を獲得する機会を提供するものであれ 

ば，市場支配力を行使することは好ま し くない。 

一方，転作奨励金や団地加算金の水準が高く設定 

されると減反が積極的に進められるため，生産権 

の供給量が増えて価格が下落する可能性がある。 

　第２に取引方法はどちらが良いのか。効率性の 

みを判断基準とする場合，本実験結果からだけで 

は，どの手法が望ま し いか判断できなかった。た 

だ し ，取引価格の安定性を判断基準の１つとすれ 

ば，ダブルオークションが望ま し いと考えられる。 

ここで生産調整委員会が提案 し た２つの手法の１ 

つである「ホームページ上での生産目標のオーク 

ションを可能とする手法」とダブルオークション 

を比較する。第３表は生産調整研究会が提案 し た 

「ホームページ上でのオークションによる調整イ 

メージ」 ， つまりイングリッシュオークション型で 

ある。 A 農産と B 農協が存在 し ， それぞれ 80万円 

で 40 ㌧，400 万 円 で 100 ㌧ の 生 産 権 を 売 却 す る 希 

望を出 し ている。 し たがって，購入を希望する主 

体はこの金額以上で入札 し ，最高値を付けた場合 

に落札することができる。 つまり， それぞれ 40㌧ 

と 100㌧ まとめて 購入する意 志のある 買い手を募 

集 し ていることになる。現在入札価格の欄にも， 

40 ㌧ と 100 ㌧ ま と め て 購 入 を 希 望 す る 買 い 手 の 

中で，現在の最高価格が記入されている。これで 

はスムーズな価格形成ははかれない。一方，第４ 

表は同 じ 状況でダブルオークションを想定 し たシ 

ー ト に書き換えたものである。ダブルオークショ 

ン の ル ー ル に 従 い，売 却 の 欄 で は，上 か ら A 農 

産，B農協の “ １単位当たりの” 売り注文が高い 

順に， そ し て購入の欄には C 農産，D農協の買い 

注文が，低い価格から並べられる。これにより， 

初めに開きがあった買い注文と売り注文が一致 し 

ていくのである。 

　ゆえに，ここで提案 し たいのは，ダブルオーク 

ションで行う取引である。通常，ダブルオークシ 

ョンでは買い値は高い金額から，売り値は安い金 

額から順に記入することにより，取引価格に近付 

くさまが一目瞭然になることがルール付けされて 

いる。オークションによる取引を用いるならば， 

このようなダブルオークションの方法に従うべき 

である。ただ し ，本実験からも明らかだが，ダブ 

ルオークションが相対取引に比べて優れているの 

は，ス ピ ー ド を含めた情報量の豊富さによるとこ 

ろが大きい。ゆえに売り注文と買い注文がリアル 

タイムに表示できるようなホームページでの情報 

開示と市場の厚みが必要である。 

　本 稿 は，CO 2   排 出 権 取 引 に 関 す る Hizen  and  

Sa ij o （ 2001） と Hizen  e t  al. （2001） の２つの先行 

研究をコメ生産権取引の実験に応用する目的で， 

実験条件をコメ生産権取引の実情に合うように改 

変し ，新 た な 実 験 を 行 っ た。具 体 的 に は，Hizen 

e t  al. （ 2001） で想定されていた投資と削減のタイ 

ムラグが存在 し ないという条件に変えた。 
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第３表　イングリッシュオー クション型 

農協名等 

資料：生産調 整研究会関連資 料「Ⅳ生産目標数 量の地域間調整 の活発化手法につ いて」より筆者 作成． 

譲渡数量　 （ t ） 譲渡下限価格　 （万円） 現在入札価格　 （万円） 落札期限 

A 農産 
B 農協 

　 40 
100 

　 80 
400 

　 85 
401 

第４表　ダブルオークシ ョン型 

農協名等 

B 農協 
A 農産 

価格　 （万円／ t ） 数量　 （ t ） 農協名等 価格　 （万円／ t ） 数量　 （ t ） 

40 
20 

100 
　 20 

C 農産 
D 農協 

10 
18 

10 
50 

売　却 購　入 

5．結　論 



　観察された実験結果で Hi zen  et  a l.（2001） と異 

なる主な点は以下の5つである。第1に，過剰削減 

が少なかった。Hizen  et  a l.（2001） では，12 セッ 

シ ョ ン 中 10 セ ッ シ ョ ン で 過 剰 削 減 が 生 じ て い る 

のに対 し ，本実験では６セッション中３セッショ 

ンである。実験時間の最後まで削減ができるとい 

うことで，被験者に余裕がうまれ，不遵守を恐れ 

てあせって過剰に削減することが少なくなったと 

いえるであろう。第２に，全体的な効率性の上昇 

がみられた。不遵守を生 じ たセッションが０，超 

過遵守を生 じ たセッションが１つのみであり，効 

率性は，かなり改善 し ている。第３に，理論価格 

と 取 引 価 格 の 大 幅 な ず れ が 少 な か っ た。Hizen  et  

a l. （ 2001） におけるバブルケースのように，取引価 

格と理論価格が大きく乖離 し て取引価格が暴落 し 

たり，逆に高騰する現象は確認されなかった。第 

4に， 成功ケースのほとんどが相対取引， そ し てバ 

ブルケースのほとんどがダブルオークションであ 

るという Hi zen  et  a l.（2001） の結果は観察されな 

かった。つまり，取引方法を比較 し て，成功する 

ケースやバブルが発生するケースの明確な傾向は 

確認されなかった。第５に，最終的な限界削減費 

用について，供給主体と需要主体で開きがあった。 

　また，コメの生産権取引制度の導入にあたって 

は市場の厚みが前提となるが，そのためには，余 

剰生産権の評価方法を確立することが欠かせない。 

これにより，目標数量以上に生産量を減ら し ，そ 

の超過削減分を売却することで利益を獲得できる 

ことを取引参加者が理解すれば，市場に厚みが増 

すと考えられる。取引方法は，生産調整研究会の 

アイデアである相対取引やイングリッシュオーク 

ション型ではなく，取引価格の安定性を持ち，買 

い手と売り手双方が交渉可能なダブルオークショ 

ンが望ま し いと推察 し た。ただ し ，本実験からも 

示唆されるが，ダブルオークションが相対取引に 

比べて優れているのは，情報量の豊富さとス ピ ー 

ド によるところが大きいため，情報開示に関 し て， 

売り注文，買い注文そ し て取引価格がリアルタイ 

ムに表示できるようなハー ド 面での環境整備を行 

う必要がある。 

　ただ，本稿の実験はセッション数が限られてお 

り，X１ のよ う に 失 敗 実 験も あ っ た こ とか ら 各 セ 

ッションを比較 し た統計的な分析結果は十分であ 

るとはいえない。制度の詳細を検討するという意 

味合いにおいては，同 じ 実験を複数繰り返 し ，実 

験の精度を高めることが必要である。 

　このセクションでは排出権取引の理論に従って， 

コメ生産権取引のメカニズムを簡潔に説明する。 

まず，nの 農 協 が コ メ 生 産権 取 引 に 参 加 す る とす 

れ ば，party i ∈ ＝ ｛ 1, 2,…,n ｝ 。i農 協 の 生 産 量 は 

qi∈ + ，i 農 協 の 利 潤 関 数 は π i 。限 界 削 減 （ 機 

会）費 用（MAC）関 数 は C i で 非 負，凸 で 生 産 量 

（ t ）   に 関 し て 減 少 関 数 と し ，当 初 の 生 産 量 を q’i

∈ + ，定 め ら れ た 生 産 調 整 目 標 数 量 を wi∈ + 

とする。 

　まず， 生産権の供給農協 i を考える。 自ら生産調 

整目標数量を達成する場合には， 

（１） 　 

だけの機会費用がかかる。 

　次に， 生産権価格を pとすると， 生産権取引をお 

行って生 産調整目 標数量 を達成す るとき は， qiま 

で削減 し た後，生産権を売却することによって得 

られた売上が， 

（２） 　 

なので， 自ら削減 し た機会費用を差 し 引くと， i 農 

協の利潤関数は， 

（３） 　 

（３） を生産量 qiで微分 し てゼロとおき，最適生 

産量を q＊ iとすれば， 

一階の条件である 

（４） 　 

が導出される。これより，限界削減機会費用が生 

産権価格 p と等 し いところ まで削減を 行うのが 最 

適な戦略であることがわかる（ q＊ i≦ wi） 。 

　次に，生産権の需要農協 j （ j ≠ i ） を考える。自 

ら生産調整目標数量を達成する場合， 

（５） 　 

だけの機会費用がかかる。 

RR

RR R

∫ 
q'

i

wj

Ci dt

p(wi － qi )

∫ 
q'

i

q
i

Ci dtp(wi － qi )－  π i (qi )＝  

p＝ Ci (qi
*
 )

∫ 
q'

j

wj

Cj dt
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補論　コメ 生産権取引の 理論的枠組み （10） 



　一方，生産権取引を行って生産調整目標数量を 

達成するときは， q jまで削減 し た後， q jから wjま 

での生産権を購入すればよいので， j 農協の利潤関 

数は， 

（６） 　 

である。 （６） を q jで微分 し ゼロとおき， 最適生産 

量を q＊ jとすれば， 

（７） 　 

（４）と同様の式を得ることができる （ wj≦ q
＊ 

j） 。 

総供給関数を， 

（８） 　 

総需要関数を， 

（９） 　 

とするならば， 

（10） 　 

を満 たす（ p＊ , （ q＊ 1 , q
＊ 
2 …… q

＊ 
n ） ）が 競争 均衡 で あ 

る。 

　注 　実 験 経 済 学 と は 室 内 で 再 現 さ れ た 経 済 環 境 の 中 

で， いくつかの設定や 制限のもとで行 動 し た被験者 

の行動や取引状況 から， 経済理論の検 証や制度設計 

を行う学問である 。 経済学は実験 できないといわ れ 

て い た が，2002 年 の ノ ー ベ ル 経 済 学 賞 が 実 験 経 済 

学の V.   Smith， 行動経済学の D.Kahneman に与えら 

れたことからもわ かるように， 実験的手法を 用いた 

研究は近年注目さ れている分野 である。 し か し ， 実 

験 経 済 学 の 方 法 論 に 関 す る 邦 語 文 献 は 限 ら れ て い 

る。内容 を 包 括 的 に 解 説し た 唯 一 の 邦 語 文 献 とし 

て，Friedman  and  Sunder （1994） の訳書であるフ リ 

ー ド マン・サンダー （ 1999） がある。また， 社会心 

理学分野では，山 岸 （ 1998） が囚人のジ レ ンマ実験 

などを集録 し ている。 内閣府が国内の 実験経済学研 

究者に依頼 し て作成 し たサーベイ論文集と し て， 社 

団法人経済企画協 会 （ 2003） がある。さらに ，二酸 

化炭素排出権取引 実験に関する 報告書と し ては， 地 

球産業文化研究所 ・日本エネル ギー研究所 （ 2002） 

がある。 英語文献と し ては， 学部学生向けの 入門書 

的であるが， ミクロ経済学 を実験を通 し て学ぶとい 

う コ ン セ プ ト で 書 か れ た 書 籍 と し て Bergstrom  and  

M iller（20 00） ，90 年 代 の 実 験 研 究 の バ イ ブ ル と し 

∫ 
q'

j

q
j

Cj dt－ p(qj － wj)－  π j (qj)＝  

p＝ Cj (qj
*

 )

(wi － qi )∑ 

(qj － wj )∑ 

(wi － qi )＝  ∑ (qj － wj )∑ 

　　　て D avis  and  Holt （1993） ，数多くの実験 研究をサー 

ベイ し ている K agel  and  Roth （1995） などが代表的 

である。 

　　 　イングリッ シュオークション とは， 付け値公開の 

もと競り人 （ 売り手） がある付け値 を提示 し ，買い 

手 の 誰 も が そ れ 以 上 の 高 値 を 支 払 お う とし な く な 

るまで価格を 上げていき， 最も高値を付けた買 い手 

が 財 を 獲 得 す る よ う な 形 式 の オ ー ク シ ョ ン を い う。 

一 方，参 加 者 す べ て が 売 り 手 に も 買 い 手 に も な る 

ことができる 形式をダブルオー クションと呼ぶ 。 こ 

の場合， 参加者は売り注文 と買い注文が全員に 周知 

さ れ る 状 況 の も と で，合 意 に 至 っ た 価 格 で 取 引 す 

る。 つまり， 初めは開きの ある売り注文と買い 注文 

の価格差が， 注文情報が公 開されることを通 じ て次 

第に縮まって 取引に至るのであ る。 

　　 　排 出 権 取 引 の 理 論 を 援 用し た コ メ 生 産 取 引 の 枠 

組みは補論を 参照されたい。 排出権取引の応用 可能 

性 や 事 例 ・ 研 究 の 紹 介 は，OECD（1999）や 

Ti etenberg （2003） が詳 し い。現在， 排出権取引のア 

イデアは， 限界排出削減費 用の均等化を通 じ て効率 

的な配分をも たらすものと し て， CO 2 以外の場面で 

も注目され， 大気汚染管理 の他， 水質汚染管理， 漁 

獲量管理， 土地利用管理な どの分野で活用が検 討さ 

れ は じ め て い る。国 土 交 通 省 下 水 道 部 が 主 体 と な 

り， 閉鎖性水域での 水質汚濁物質の 排出抑制を目的 

と し て， リンなど高度処理 が必要とされる下水 道の 

排 出 枠 に お け る 取 引 モ デ ル を 検 討 し て い る の も そ 

の一例である （国土交通省ホー ムページ） 。 

　　 　地域別の生 産目標数量は， 生産調整研究会が 定め 

たように 「 それぞれの地域 の供給量を在庫増減 によ 

り調整 し た前年実績数量 を基礎に， 翌年の需要の増 

減見込み， 作況変動， 在庫増分など を反映させた数 

値を基本と し て算定する」こと を念頭に置く。 

　　 　実験経済学 では， 機会費用の安い 学生を被験者と 

し て用いることが一 般的となってい るが， アルバイ 

ト の 学 生 の 行 動 を 専 門 家 の 行 動 に 適 用 す る こ と へ 

の批判もある 。 し か し ， 北欧4カ国の排出権 取引交渉 

担当者を被験 者と し た Bhom （ 1997） と Ph.D. コース 

に 所 属 す る 学 生 を 被 験 者 と し た Bhom  a nd  Cale ′ n 

（1999） では同様の結果が 得られている。また ，フ 

リー ド マン・サンダ ー （ 1999，56 ～ 62 ページ） は 

被 験 者 を 選 択 す る 際 の 注 意 点 に つ い て サ ー ベ イし 

ている。これ によれば， 学生を用い ても専門家と変 

わらないパフ ォーマンスをする 場合があること ， ま 

た 専 門 家 が 実 験 ル ー ル で は な く 自 ら が 慣 れ 親し ん 

だ 取 引 ル ー ル に 従 っ てし ま う こ と な ど が 指 摘 さ れ 

ている。そ し て， 費用上の優位 性と利便さを持 つ学 

生 を 使 用 せ ず 専 門 家 を 募 集 す る と き と い う の は， 
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　　　 「 実験課題に対 し て必要となる技 能がわずかな実 験 

セッションでは獲 得困難である とき」 と結論 し てい 

る。 

　　 　別々の財を対象 と し た実験を援用 し ， 結果を比較 

で き る の は，通 常 被 験 者 は 先 入 観 を 与 え な い よ う 

に，実験 中 に 何 の 財 を 取 引 し て い る か は 知 ら さ れ 

ず， ただ自己の利潤を 最大化するよう 求められるか 

ら で あ る。本 稿 で 実 施 さ れ た コ メ 生 産 権 取 引 実 験 

も，本来 CO 2 排 出 権 取 引 の 実 験 と し て 企 画 さ れ た 

も の で は あ る が，実 験 中 は 削 減 や 排 出 権，あ る い 

は，コメ 生 産 削 減 や コ メ 生 産 権 と い う 言 葉 は 用 い 

ず， 商品の生産や引取 りという言葉で 表現 し ている 

た め，被 験 者 は 何 か 抽 象 的 な 財 の 取 引 に 参 加し て 

いるとの認識 し か持っていない 。 

　　 　フリー ド マン・サンダー （ 1999，205 ページ） を 

参照。 価格改善ルール とはすべての新 し い買値は現 

在の最も高い買値 よりも高くな ければならず， すべ 

て の 新 し い 売 値 は 現 在 の 最 も 低 い 売 値 よ り も 低 く 

なければならない というもので ある。 被験者が商品 

の生産， 引取りを行い たいときは， 「生産・引取り を 

行 い ま す」と い い な が ら 手 を あ げ て も ら う。こ れ 

は， 他の被験者に生 産をするのか， 引取りをする の 

かがわからないよ うにするため である。 本稿の実験 

では取引 と 生産・引取 りの いずれ も 60 分間 通 し て 

行うことができる 。 

　　 　競争均衡価格は 第４図より， 総需要量と総 供給量 

が一致する水準と し て求められる。 つまり， 需要農 

協 C，E， F の総需要量と 供給農協 A， B， D の総供 

給 量 が と も に 95 単 位 で 一 致 す る と き，価格 は 119 

となる。 

　　 　市 場 支 配 力 に 関 し て も，詳 細 は H izen  and  Saij o 

（2001） のデザインに よる。市場支配 力は軽視され 

るべきではないこ とはすでに指 摘されており， たと 

えば，Ledya rd  and  S zakaly-Moore （ 1994） では，市場 

支 配 力 を 導 入 す る こ と に よ り ダ ブ ル オ ー ク シ ョ ン 

の 効 率 性 が 大 幅 に 下 が っ た こ と が 確 認 さ れ て い る。 

農協 C を担当 し た被験者が， 市場支配力を行 使でき 

る立場であると自 覚 し ていたかは定かでな いが， 生 

産削減はわずか５ 単位にとどめ ， すべての生産権 を 

均 衡 価 格 よ り も 10 ～ 15 低 い 価 格 で 購 入 す る こ と 

に 成 功 し た。Hizen and  S aijo（2001） ，Hizen et  al. 

（2001）およ び こ れ ら の 設 定 を 引 き 継 い だ 本 稿 の 

実験デザインでは ， 競争均衡価格に おける農協 C の 

生産権需要量が， 他の需要農協 （農協 E，農協 F ） 

の需要量の和とお およそ等 し い （ 第２表，および 第 

４図を参照された い） 。 一方， 農協 A は他の供給農 

協の供給量と等 し いが， 余った生産権 が価値を持た 

ないとの基本デザ インであるた め， 影響力を行使 で 

　　　きない。 

　　 　理 論 部 分 は CO 2 排 出 権 取 引 の モ デ ル を 示 し た 

El lerman  and  Wing （ 2000） ，西條 （ 2000） から引用 し 

た。 
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E conomic  Expe ri m ent s  on  Rice  Production  R ights  T ra ding  and 

T heir   Implications  for  Institutional  Design 

Hiroki  SASAKI 

Summary

　　This  pa per,  ba sed  on  experimental  economics,  studies  institut ional  design  for  r ice  production  rights  trading  
s ince   it  has  become  a  significant  issue  in  Japanese  agricultural  economics.    Spe cifica lly,  fol lowing  the  methods   
us ed  in  studies  on  CO 2   emissions  tr a ding  by  Hizen  and  Saijo  ( 2001 )   and  Hizen  et  al.  ( 2001 ) ,  experiments  under  

c onditions  modified  to  reflect  the  case  of  r ice  pr oduction  ri ghts  trading  are  conduc ted. 

　　Two main  impli c ations  are  obtaine d  from   the  experiments.    First,  rice  pr oduction  rights  trading  will  not  lead  

to  non-compliance,  with  respect  to  pr oduction  controls.  It  is  found  that  most  participants  uphold  thei r  production  

targe t  leve l  if  there   is  a  penal ty  for  non-compli a nce.    However,  there  is  the  possibilit y  that  a ggressive  tr a ding  

wi ll   not  occur  due  to  prevalent  fear  of  exc ess  r educt ion  in  supply  regions.    To  handle  thi s   probl e m,  policymakers   

s hould  consider  the  "banking  system".    Banking,  in  this  context,  refers  to  a  mechanism  to  carry-over  excess  

reduct ion  from  one  commitment  pe ri od  to  the  next. 

　　Second,  three  ins tit utions  for  trading  a re  c ompared:  bilateral  trading,  E nglis h  auction,  and  double  auc ti on.    In  

a n  E nglis h  a uction,  sta rti ng  from  an  initial  pr ice  s et  by  the  auct ioneer ,  bidders  outbid  each  other  until  no  bidder  

bids  more  than  the  current  price,  with  the  highest  bidder  taking  the  ite m.    On  the  other  hand,  in  a  double  auction,  

a ll  the  participants  c an  buy  and  s ell.    If  price  s tability  is   used  as  a   criteri on  of  judgment,  the  experiments  show  

that   the  double  auction  system  is  prefera ble.    However,  given  the  importance  of  widely  distributed  information  

for  a  double  auction,  it  would  be  ne cess ary  to  develop  tools  and  facilities  to  pr ovide  quickly  information  about  

a sk,  bids,  and  contracted  pri ce s. 
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